
経営志林　第62巻１号　2025年４月　　　1

1）ている。このことは、「正統性を獲得し、外
部の institutional referents からの支持を確保す
るために、単一の首尾一貫した制度的テンプ
レートを再生産する存在であるという組織の概
念化に挑戦」（Pache and Santos, 2013, p. 973）
している。「異なる組織のカテゴリー」（Doherty 
et al., 2014, p. 417）として認識された社会的企
業は、今日、研究上も多くの注目を浴びている。
　社会的企業を対象とした研究が蓄積されるに
つれて、研究の論点も大きく変化している。当
初は、社会的企業とはなんであるか、また社会的
企業はどのような背景から出現したのかという
問いを中心に議論が展開された（Battilana, 2018; 
Doherty et al., 2014）。その後、研究の焦点は、
ハイブリッド組織としての特徴を有する社会的
企業のテンションのマネジメントの問題に移行
している（Battilana and Lee, 2014; Doherty et 
al., 2014）。社会的企業は直面しているテンショ
ンをいかにマネジメントするか（Doherty et al., 
2014; Mamabolo and Myres, 2020）、より具体的
には「ハイブリッド組織がどのようにしてこう
したテンションを管理し、それによって複数の
形態を持続的に組み合わせることができるか」

（Battilana and Lee, 2014, p. 398）という問いに
焦点が当てられてきた。
　異なる制度ロジックに直面している社会的企
業は、組織の外部との関係性において、また組
織内部においても、多様なテンションに直面し
ている。Spieth et al.（2019）によれば、多様な
制度ロジックの共存が希少な資源に対する競
争、業績尺度の曖昧性、多様なステークホルダー
との対峙といった問題を引き起こす。
　他方で、異なるロジックの組み合わせは、組

１．はじめに

　社会的企業は、社会的な目的を追求しつつ、
収益を獲得するために商業的な活動を行う組織
である（Doherty et al., 2014）1）。社会的な目的の
追求と、商業的な活動への従事は、組織内に「異
なるアイデンティティ、目的、ロジック、実践
を並存させる」（Smith et al., 2013, p. 409）こと
が大きな特徴である。このように、競合した状
態にある組織形態やロジックを中核的な要素と
して構成された組織は、ハイブリッド組織とよ
ばれる（Battilana and Lee, 2014; Nielsen et al., 
2019; Smith et al., 2013）。Doherty et al. （2014）
は、ハイブリッド組織を「2 つ以上のカテゴリー
の価値観また人工物の共存を可能にしている構
造や実践」（p. 418）と定義している 2）。
　従来、営利セクター、公共セクター、そして
非営利セクターに属する組織は、それぞれに、
社会的に正当なものとして認識された組織形態

（Battilana and Lee, 2014; Davies and Deherty, 
2019）と強く結びついてきた。しかしながら、
社会的企業は、本来、営利セクターに属するビ
ジネスにとって正当なものとして認識されてき
た組織形態と、チャリティーなど非営利組織に
正当なものとして認識されてきた組織形態を組
み合わせている 3）。社会的企業は「それぞれ（の
組織形態）から逸脱し、多数の組織形態を組み
合わせた結果、組み合わせた組織形態間の内的
ま た 外 的 な テ ン シ ョ ン を も た ら し て い る 」

（Battilana and Lee, 2014, p. 398、括弧内は引用
者）のである。また、社会的企業は異なる制度
ロジックを組織に組み込んでいることから、「本
質的に矛盾に晒され」（Nielsen et al., 2019, p. 
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織に新たな価値の創造をもたらす可能性もある
（Dalpiaz et al., 2016）。Smith and Besharov
（2019）は、長期的にハイブリッド性を維持す
ることで、組織の正当性を高めたり、「競合する
期待を抱く外部の関係者からの資源へのアクセ
スを高めることができる」（p. 3）とともに、「ハ
イブリッド要素間のテンションは、組織や社会
の課題に対する創造的な解決策を促し、斬新な
イノベーションをもたらす」（p. 3）可能性を指
摘している。
　社会的企業の組織やマネジメントに関する研
究においても、当初は、異なる制度ロジック間
のテンションの問題を解決または低減する社会
的企業の対応戦略や組織の問題を中心に検討が
なされてきた。しかし、近年では、社会的企業に
組み込まれた異なる制度ロジック間のバランス
を維持しつつ、テンションを持続的にマネジメ
ントする方法に注目が集まっている（Battilana 
and Lee, 2014）。本稿では、このマネジメント
のための中核的な要素であるマネジメント・コ
ントロール・システム（Management Control 
Systems、以下、MCSs と表記）の設計とその
利用方法に着目する。社会的企業における
MCSs は「複数の組織目標を反映する目的関数
と組織構成員のインセンティブを整合させる手
段を提供」（Battilana and Lee, 2014, p. 419）す
ることで、テンションの持続的なマネジメント
を可能とする。
　本研究の大きな研究目的は 2 つある。第 1 に、
社会的企業におけるテンションのマネジメント
において、MCSs はどのような役割を果たすの
か。第 2 に、社会的企業間で MCSs の役割に違
いがあるのか、あるとすれば、MCSs の役割の
違いに影響を与えている要因は何であるのか。
これらの点を明らかにすることである。
　なお、本稿の目的は、制度ロジックに依拠し
た研究の成果に依拠することで、上記の 2 つの
研究目的に取り組むための基本的な研究の枠組
みを構築することである。
　本稿の構成は次のとおりである。次節では、
社会的企業の考察において、適用されているア
プローチの一つとしての制度ロジックの概念に
ついて紹介する。第 3 節では、社会的企業のテ

ンションへの対応戦略と組織を中心に関連した
議論を紹介する。第 4 節では社会的企業におけ
る予算や業績測定システムを中心とした MCSs
の設計およびその利用についての議論を取り上
げ、MCSs が社会的企業の異なるロジック間に
どのような影響を及ぼすかを明らかにする。最
後に、本稿のまとめと今後の研究課題を明らか
にする。

２．社会的企業に対する研究アプローチとし
ての制度ロジック

　社会的企業を対象とした研究は、当初はなに
を持って「異なる組織のカテゴリー」（Doherty 
et al., 2014, p. 417）として認識される社会的企
業であるのかについて、その要件や定義の問題
に焦点をあててきた 4）。また、社会的企業が出
現してきた経緯に焦点を当てた研究も見られた

（Doherty et al., 2014; Defourny and Nyssens, 
2017）5）。その後、研究の関心は、ハイブリッド
組織としての社会的企業が直面するテンション
の問題に向けられてきた。社会的企業は、社会
的目的を追求し、そのための手段として商業的
な 目 的 に 従 事 し て い る 点 で 特 徴 的 で あ る

（Smith et al., 2013）。このため、社会的なロジッ
クと商業的なロジックの双方に直面し、それら
のロジックから異なる制度的な要求が組織に課
されることになる（Smith and Besharov, 2019）。
各人の知識や職業上の経験が依存する制度ロ
ジックのために、異なるロジックをそれぞれ支
援する組織内のサブグループが存在する（Smith 
and Besharov, 2019）。このことが、組織内部にテ
ンションをもたらす理由の一つとなる。Santos 
et al.（2015）によれば、社会的企業は「脆弱な
組織であり、相容れない目標を掲げることに
よって、内部でのテンションやミッション・ド
リフトのリスクを抱えている」（p. 37）点が指
摘されている。テンションやミッション・ドリ
フトのリスクが適切にマネジメントされない
と、組織がその機能を十分に果たすことのでき
ない状況に陥る可能性がある。このため、ハイ
ブリッド組織としての社会的企業は、このテン
ションのマネジメントに取り組むことが重要で
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らす」（p. 384）ものである。また、組織化のパ
ラドックスは、「複雑なシステムが望ましいアウ
トカムを達成するために、競合した設計やプロ
セスを創造する際に表面化」（pp. 383-384）す
るものである。Zalim et al.（2016, p. 64）によれ
ば、制度ロジックは「社会的企業の活動への外
部・内部環境のプレッシャーを分析するためだ
けではなく、より重要なこととして、こうした
プレッシャーが、組織内で社会的目的また経済
的目的が優先される方法や、最終的に業績測定
システムの設計と利用に反映される方法にどの
ように影響するのかの分析の前提を提供するた
めのフレーム」として利用可能であるとしてい
る。これらの点から、本稿では、制度ロジック
に基づいて、社会的企業における MCSs の設計
と利用に関する問題に取り組んだ研究を中心
に、その議論を整理する。このために、以下で
は、制度ロジックの概念について、もう少し詳
しく紹介する。
　Thornton and Occasio（1999）によれば、制
度ロジックとは、「諸個人が物質的存在を生産、
再生産し、時間と空間を組織し、また社会的現
実に意味を与える物質的実践、前提、価値、信
念、規則の社会的に構築された歴史的なパター
ン」（p. 804）であると定義される。また、制度
ロジックは、「組織の現実をどのように解釈する
か、何が適切な行動を構成するのか、またどの
ように成功するのかについての前提や価値の集
合であり、通常暗黙的である」（Thornton, 2004, 
p. 70）とも説明されている 8）。
　Pache and Santos（2013）によれば、競合する
制度ロジックを組み込んだハイブリッド組織で
は、それぞれの制度ロジックを支持するグルー
プが組織内部に形成される。これらのグループ
は、組織内での希少な資源の配分、また人材の
採用や育成に関連して、異なる前提や価値観に
基づいて自らのロジックの正当性また優位性を
組織内で競い合う傾向がある。これによって、
制度ロジックの対立が組織内に持ち込まれるこ
と に な る（Glynn, 2000; Pache and Santos, 
2013）。
　これまでの議論では、社会的企業は、社会的
なロジックと商業的なロジックという複数の異

ある。この観点からの研究では、社会的企業が
採用するテンションへの対応戦略、組織および
マネジメントの問題が扱われてきた（Doherty 
et al., 2014; Mamabolo and Myres, 2020）。
　ところで、社会的企業の直面するテンション
をめぐっては、制度理論、組織アイデンティティ
理論、ステークホルダー理論、およびパラドッ
クス理論など、多様な研究のアプローチに基づ
いて、研究の蓄積がなされてきた（Smith et al., 
2017）。それぞれのアプローチは異なる視点か
ら、当初は、社会的企業が直面する多様なテン
ションという問題をいかに解決するかという視
点から問題に取り組んできた。その後は、テン
ションを持続的にマネジメントする方法に焦点
が当てられている（Busco et al., 2017）。Smith 
et al.（2017）では、各アプローチの理論的な問
題意識とそれぞれの研究アプローチを採用した
代表的な研究から得られた成果また今後の研究
課題を表 1 のように整理している。なお、これ
らのアプローチは社会的企業の問題に相互に補
完的に取り組んでいると考えられる 6）。
　本稿では、Smith らによって取り上げられた
研究アプローチのうち、制度理論、特に制度ロ
ジックの概念に着目する。制度理論は、組織論
の領域のみならず、社会学やマネジメントの領
域など多様な研究領域において、研究アプロー
チとしてこれまでに適用されてきた経緯がある

（Ocasio et al., 2017）。舟津（2019）では、制度
ロジックを「制度的環境の多元性を精緻化すべ
く提唱された概念」（p. 118）であると位置付け
ている。Smith らの指摘にもあるように、社会
的企業を対象とした研究においても、制度ロ
ジックの概念を適用した研究が数多く見られ
る。これらの研究では、社会的企業を、競合す
る制度ロジックが組織内に共存するハイブリッ
ド組織として位置付けている点が特徴的である

（Pache and Santos, 2013）。また、Smith et al. 
（2013）によれば、制度ロジックは組織が直面
するテンションのうち、遂行性（performing）
および組織化（organizing）のパラドックスに
特に焦点を当てている 7）。ここでパフォーマン
スのパラドックスは、「複数のスタークホルダー
に起因し、競合した戦略や目標を結果的にもた
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表１　社会的企業内のテンションの探索のための研究アジェンダ

理論的なレ
ンズ 理論的な問題 社会企業関連の

論文
社会的企業のテンションに関
する代表的な発見

社会的企業のテンションにつ
いての研究課題

制度的理論 ・何が制度の創造、
維持、破壊を可能に
するか？
・社会レベルの制度
が、組織行動にどの
よ う に 影 響 す る の
か？ 
・複数の制度ロジッ
クを埋め込んだ組織
は、どのように正当
性を獲得するか？

・Batilana & 
Dorado, 2010
・Pache & 
Santos, 2010
・Tracey, 
Phillips, & 
Jarvis,2011

・いずれのロジックも持って
いない社員を採用し、両方を
持つように社会化する方が、
どちらか一方のロジックを持
つ社員を採用するより効果的
・各ロジックの実践を選択的
に組み合わせることで、組織
は両方のロジックを維持可能
・分化と統合のバランスを
とった組織構造は、競合する
ロジックを支えることが可能

・社会レベルの制度は、社会
的企業が正当性を獲得し、ハ
イブリッドを維持する能力に
どのように影響するか？
・社会的企業の中で生じる
様々なタイプのテンションの
重要性に社会レベルの制度は
どう影響するか？
・社会福祉と商業のロジック
を組み合わせた組織や制度の
創造における主体性の役割と
は何か？

組織的なア
イデンティ
ティ

・ 組 織 的 ア イ デ ン
ティティの特徴とは
何か？
・組織的なアイデン
ティティはどのよう
に変化するか？
・組織はどのように
複数のアイデンティ
ティを管理するか？

・Moss, Short, 
Payne, & 
Lumpkin, 2011
・Ashforth, 
Reingen, & 
Ward, 2013
・Besharov, 
2013

・異なる下位のグループのア
イデンティティを一体化した
統合的な組織アイデンティ
ティは、コンフリクトを緩和
しポジティブな同一化 (iden-
tification) を促進する
・多元主義のメンバーを昇進
させ、統合的な解決法を開発
し、社会的ミッションを必要
な作業手順に組み込むこと
で、社会的企業のメンバーの
帰属のテンションに対処でき
る

・社会的企業は、どのように
して効果的に複数のアイデン
ティティを管理することがで
きるか？
・社会的企業は、外部のス
テークホルダーに対して、ど
のようにその複数のアイデン
ティティを提示できるか？
・社会的企業のアイデンティ
ティは時間とともにどのよう
に変化し、それがテンション
の管理にどのように影響する
か？

ステークホ
ルダー理論

・企業は誰に説明責
任を負っているか？
・経営者は、株主に
対する義務と他のス
テークホルダーに対
する義務のバランス
を ど の よ う に と る
か？
・ 経 営 者 は ど の ス
テークホルダーに焦
点を当てるべきか？

・Cooney, 2012
・Haigh & 
Hoffman, 2012
・Kania & 
Kramer, 2011

・社会起業家は、多様な背景
や価値観を持つステークホル
ダーを結びつける
・社会的企業の成功は、複数
のステークホルダーとの協働
に依存する
・社会的企業の法的形態は、
ステークホルダーによってそ
の正統性が異なる

・多様なステークホルダーと
の関係は、いつ、どのように
社会的企業の成功に寄与する
のか？
・社会的企業は、コミュニ
ティーの中でどの程度正当な
アクターなのか？
・社会的企業は、どのような
条件下で、自らが支援すると
主張するステークホルダーを
害する可能性があるのか？

パラドック
ス理論

・組織においてパラ
ド キ シ カ ル な テ ン
ションはどのように
現れるか？
・ リ ー ダ ー や 組 織
は、組織におけるパ
ラドキシカルなテン
ションをどのように
管理できるか？

・Jay, 2012
・Smith, 
Besharov, 
Wessels, & 
Chertok, 2012

・リーダーは社会的企業をパ
ラドキシカルなものとして経
験する
・社会的使命と事業目的の間
のテンションは、矛盾してい
るだけでなく、強化されるも
のである
・長期的な組織の成功は、パ
ラドクスを解決するのではな
く、それを受け入れることに
依存している

・社会的企業では、どのパラ
ドキシカルなテンションが最
も顕著か？
・どのような組織的特性が社
会的企業がパラドキシカルな
テンションを効果的に受け入
れ可能とするか？

（出所：Smith et al., 2013, pp.415-416）
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いることに着目し、ロジックの多元性のタイプ
をロジックの両立性（compatibility）と中心性

（centrality）に着目して分類している。彼らは、
両立性を「複数のロジックの例示（instantia-
tions）が一貫した強化的な組織的な活動を示唆
している程度」（p. 367）と定義している。また、
中心性を「複数のロジックがそれぞれ等しく妥
当であり、組織の機能にとってレリバントなも
のとして取り扱われている程度」（p. 369）と定義
している。ロジックの中心性は、それが組織の
ミッションを構成している程度、資源依存の程
度、および正当性の程度に依存している（Ramus 
et al., 2017）。Besharov and Smith は、それぞれ
の次元が低いまたは高い状況に基づいて、以下
に示す 4 つの状況を提示している（図 1 参照）。
　ロジック間の両立性の程度が低く、それらの
ロジックの中心性の程度が高い組織は、競合的
な組織と命名されている。複数のロジックがア
クターに一貫性のないメッセージを提供すると
ともに、組織の中核的な活動に複数のロジック
が例示を提供することで、組織メンバーは、何
が組織にとって優先されるべき目標であるかに
ついて一貫した指針を得ることが困難となる。

なるロジックに直面していることを前提として
いる。組織は、「重要な対象となる関係者（ref-
erent audience）からの承認を獲得するために、
またロジックが社会的な世界を理解し、それに
よってその世界の中で確信を持って行動するた
めの手段を提供するため」（Greenwood et al., 
2011, p. 318）に、制度ロジックに従う必要があ
る。Greenwood らによれば、組織が複数のロ
ジックに直面している時、特に「異なるロジッ
クの処方と禁止事項が相容れないものであるか、
少なくともそのように見える範囲において」（p. 
318）、組織は制度的複雑性に直面する。このよ
うな状況において、組織内部でテンションが生
じることとなる。しかしながら、Greenwood ら
によれば、従来、「複数のロジックがどの程度相
容れないものであるかを検証した研究は比較的
少ない」（p. 332）とされている。
　これらの点に関連して、Besharov and Smith

（2014）の議論は示唆に富む。彼らは、組織内
に組み込まれた異なるロジック間の関係が、あ
る議論ではお互いに相容れないものとして位置
付けられるのに対して、別の議論では両者が必
ずしも対立的でない状況として位置付けられて

高い 

複数のロジックが組織機能 

にとって中心的 

中心性の程度 
低い 

一つのロジックが組織機能 

にとって中心的。他のロジッ

クは周辺的 

低い 高い 

ロジックが活動に矛盾した ロジックが活動に両立 

処方箋を提示 可能な処方箋を提示 

両立性の程度 

Contested（競合的な） 

広範なコンフリクト 

Aligned（同調的な） 

最小のコンフリクト 

Estranged（疎遠な） 

適度なコンフリクト 

Dominant（支配的な） 

コンフリクトがない 

（出所：Besharov and Smith, 2014, p. 371）

図 1　組織内のロジック多様性のタイプ
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けではなく、それが変化する可能性を示唆して
いる。Besharov and Smith によって提示された
モデルはこの点を含めることができる可能性が
ある（例えば、Ramus et al.（2017）および庄司
他（2019）の議論を参照）。ロジック間の関係
性が固定的な性質のものではなく、その両立性
の程度や中心性の程度が変化するとして、その
変化に影響を及ぼす要因がなんであるのかを明
らかにすることも重要であろう。第 2 に、2 つ
の次元間の関係性についてである。Besharov 
and Smith の議論では、両立性と中心性は独立
の次元として取り扱われている。しかし、両者
は必ずしも独立的な次元とはいえない可能性も
ある（例えば、庄司他（2019）を参照）。複数
のロジックの両立性が高い状況では、組織の中
でそれらのロジックが中心性を争う程度がそれ
ほど高くない可能性もある。逆に、両立性が低
いロジック間では、組織内におけるロジックの
中心性をめぐるコンフリクトが高まる可能性が
ある。この意味で、両者の関連性を検討すべき
であろう。第 3 に、Besharov and Smith の議論
では、ロジックの両立性や中心性の議論におい
て念頭におかれているのは異なる制度ロジック
である。しかしながら、Siegner et al.（2018）は、
例えば、社会的企業のおいて、営利目的と社会
的目的だけでなく、社会的目的の間にもテン
ションがある状況を明らかにしている 9）。

３．社会的企業のテンションへの対応戦略と
組織

　複数の異なる制度ロジックを組み込んだ社会
的企業は、それに起因するテンションが組織を
機能不全に陥らせないように、テンションをマ
ネジメントすることが必要である。Pache and 
Santos（2010）は、社会的企業の直面する複数
の異なるロジックおよびそのロジック間の関係
が、組織に異なる制度的要求を課すこと、また
組織が経験する制度的な要求の特徴に基づい
て、社会的企業は異なる対応方法を採用する傾
向があることを指摘している。Pache and Santos
によれば、フィールドの断片化の程度が高く、
そのもとで適度に集中化された状況で、組織に

このために、組織内部では、「ミッション、戦
略、構造、権力、資源、アイデンティティの問
題をめぐる衝突が繰り返され、それが継続する」

（p. 371）とともに、組織の外部との関係ではス
テークホルダーからの正当性や支持を獲得する
ことが難しく、組織の存続自体が脅かされるこ
とが特徴である。ロジックの両立性の程度が低
く、中心性の程度が高い競合的な組織では、「組
織の構成員は適切な組織目的について競合した
期待を抱きつつ、どの目的が優先されるべきか
についての明確な指針を欠いた」（p. 371）状態
をもたらすため、内部のコンフリクトは広範か
つ厳しいものとなる傾向がある。
　ロジックの両立性の程度は低いが、支配的な
ロジックが存在する疎遠な組織では、複数のロ
ジックが一貫性のないメッセージを組織の構成
員に提供するが、支配的なロジックが存在する
ために、内部のコンフリクトの解決は比較的容
易なものとなる。
　ロジック間の両立性も高く、またロジックの
中心性も高い同調的な組織では、「複数のロジッ
クに関連した目標、価値観、アイデンティティ、
実践を反映しながらも、組織の中核は一体化さ
れた」（p. 373）特徴を有する。このため、組織
内でコンフリクトが発生する可能性が非常に低
いと考えられている。
　支配的な組織では、複数のロジックが高い両
立性を有し、中心性が低い状況である。このた
め、特定のロジックが支配的であり、また他の
ロジックが影響を持つ場合にもロジック間の関
係が補完的であるため、コンフリクトが生じる
余地が非常に少ないとされている。
　Besharov and Smith の議論では、組織が直面
しているテンションの大きさまたその特性に、
複数のロジック間の関係性である両立性と中心
性の程度が影響を与える点を明らかにしている
点で重要である。しかしながら、これらの議論
は以下の点で、更なる検討が必要である。まず、
ロジック間の関係は常に安定的なものでも一定
のものではない可能性がある（Carlsson-Wall et 
al., 2016）。このことは、ある企業のロジック間
の関係が常に、Besharov and Smith によって提
示された 4 つの状態の一つに固定されているわ
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ク多様性の 4 つのタイプのうち、競合した組織
の状況とも比較的類似性の高い状況を想定して
いると考えることもできる。
　Pache and Santos（2013）では、社会的企業
を対象として、ハイブリッド組織が競合する制
度ロジックを内部にどのように組み入れ、マネ
ジメントしているかについて明らかにしてい
る。彼らは、制度理論において、ロジック間の
対立を解決する方法として、従来文献で示され
てきた分離（decoupling）や妥協（compromising）
を長期的に維持することは困難であると主張し
ている。その上で、実際の組織では彼らが選択
的カップリング（selective coupling）とよぶ方
法が採用されているとしている。彼らは、フラ
ンスに所在するリサイクル業界に属する 2 つの
企業と派遣業界に属する 2 つの企業の計 4 つの
社会的統合企業（Work Integration Social Enter-
prise，以下 WISE と略す）を対象とした事例研
究を実施している。なお、それぞれの産業に属
している 2 社の WISE は、その設立の起源が大
きく異なっている。
　社会福祉のロジックと商業的なロジックと
いった制度的な要求が競合している状況におい
て、4 つの WISE は、制度理論の従来の研究に
みられるように、実践レベルで分離または妥協
といった戦略を取るのではなく、選択的なカッ
プリングとよばれる戦略を採用していることが
発見された。ここで、選択的なカップリングと

高い制度的な要求が課される傾向がある。ここ
で、断片的なフィールドとは、「フィールドに協
調性のない複数のアクターが共存する」（p. 
457）状況を指している。また、集中化とは、断
片的なフィールドにおいて、「支配的なアクター
が存在し、そのアクターが支配的なロジックを
サポートし、強制する」（p. 457）状況を意味し
ている。
　組織への高い制度的な要求が課されることへ
の 対 応 と し て、Pache and Santos は、Oliver

（1991）が提示した 5 つの対応のうち、黙認
（acquiescence）を除く、妥協（compromising）、
回避（avoidance）、反抗（defiance）および操作

（manipulation）をとりあげている 10）。組織がど
の対応を選択するかには、組織に課された制度
的な要求の特性、すなわちそれらが手段的な対
立のみを含むものであるか、目的に関わる対立
を含むものであるか、またそれぞれのロジック
を支持する内部での代表者がどの程度存在する
かに依存し、その組み合わせによって組織の対
応方法が決定されるとしている。
　彼らの研究は、社会的企業の直面している
フィールドの状況、またそれらのロジック間の
対立が組織内に持ち込まれた際に、ロジック間
の対立の特性が組織の採用する対応戦略に影響
を与える点を明らかにしている。また、組織に
高い制度的な要求が課される状況とは、前述の
Besharov and Smith（2011）が提示したロジッ

表 2　競合した制度的要求への対応モデル

対応の決定要因 対応戦略の採用の傾向

要求の特性 要求の内部
での支持

妥協 回避 反抗 操作

手段 なし 高い 高い 低い 低い

単一 低い 高い 高い 低い

多様 高い（調和
のとれたパ
ワー）

低い 低い 高い（調和の
とれていない
パワー）

目標 なし 低い 高い 高い 低い
単一 低い 高い 高い 高い
多様 低い 低い 低い 高い

（出所：Pache and Santos, 2010, p. 469）
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ぼす可能性を指摘している点は重要であろう。
　社会的なロジックと商業的なロジックに直面
している社会的企業では、異なる 2 つのロジッ
ク間でバランスを維持することが必要である。
しかしながら、社会的企業において、これらの
いずれかの目標に重点が置かれた場合に、ミッ
ション・ドリフトが生じる可能性がある（Zalim 
et al., 2016）11）。ミッション・ドリフトは組織が
うまく機能しない状況を生み出すことから、社
会的企業の存続にとって重要な問題である。
　Ebrahim et al.（2014）は、ミッション・ドリ
フトは社会的企業に限られた現象ではないが、
社会的企業においてはそれが一層深刻な影響を
及ぼす可能性があることを指摘している。社会
的企業は、社会的目的を達成するための手段と
して、商業的な活動に従事している。しかし、
社会的企業は、収益を生み出すことで社会的企
業の存続を可能とする商業的な活動を、本来の
目的である社会的目的の達成よりも優先する可
能性がある。また、「社会的企業が社会的ミッ
ションを見失うことになると、受益者に社会的
価値を提供するという目的を達成できなくな
る」（p. 82）可能性が高いのである。このため、
ミッションドリフトは社会的企業にとってより
深刻な問題となりうる。
　ミッション・ドリフトは社会的企業にとって
深刻な問題を引き起こす可能性が高いが、社会
的企業の全てが、同程度のミッション・ドリフ
トのリスクにさらされているわけではない。
Santos et al.（2015）は、社会的企業が直面する
ミッション・ドリフトのリスクの程度に影響を
与える要因として、顧客と受益者が一致してい
る程度、および創造された価値を波及させるた
めに追加的な介入を必要とするか否かという 2
つの次元に着目している。顧客と受益者が一致
しない状況では、企業は自社に収益をもたらす
顧客のニーズを優先し、受益者のニーズを無視
してしまうかもしれない。これによって、ミッ
ション・ドリフトのリスクが高まると考えられ
る。また、取引に関連して創造された価値を波
及させるために必要とされる追加的な介入は、
収益を生まずコストのみを発生させる活動であ
る。このため、企業の財務的な持続可能性に影

は、「それぞれのロジックが規定する要素を選択
的にそのまま結合させる」（p. 993）戦略を意味
している。ハイブリッド組織は、選択的カップ
リングによって、分離戦略と同様に、象徴的な
関心を満たすことができる。さらに、制度的参
照者との交渉の必要性がなくなる点で妥協戦略
よりも優れているとされている。また、彼らの
研究では、彼らが「トロイの木馬」（p. 994）と
名付けた選択的な Coupling の具体的なパター
ンも明らかにされている。BUSITECKとWORK 
& CO という 2 つの企業は、大規模な多国籍企
業が設立した組織であるが、これらの企業では
社会福祉的ロジックの実践の大部分が採用され
ていたのに対して、著名な社会セクターの団体
が設立した TEMPORG と SOCYCLE では社会
福祉と商業的なロジックの要素の組み合わせが
実践され、前 2 社よりも商業的活動を多く採用
する傾向が見られた。これらのことから、以下
の点が明らかなった。第 1 に、「さまざまなロ
ジックの組み合わせを作り出すことで、ハイブ
リッド組織は制度的制約を回避し、それを有利
に利用する能力を示している。その結果、かな
りの主体性を発揮する」（p. 995）点が明らかに
された。第 2 に、社会的にすでに認知されてい
る組織はそうではない組織よりも、制度を設計
する際にかなりの自由度を有している可能性が
ある。
　Pache and Santos（2013）は、ハイブリッド
組織は、異なる制度ロジックの要素をそのまま
選択的に結合することで制度的な関係者の幅広
い支持を得ることができること、またハイブ
リッド組織はそれぞれの選択が制度的関係者に
持つ意味によって戦略的に異なる行動を採用す
ることができる点を明らかにしている。このこ
とは、「組織の目標や動機づけを制度的関係者に
知らせる重要なシグナルとしての要素（営利か
非営利かといったステータスなど）と、意味の
負荷が少ないためより自由に採用し他と組み合
わせることができる要素（内部監視プロセスな
ど）を戦略的に区別できる可能性」（p. 995）を
示唆している。さらに、社会的企業の生い立ち
が、その後の社会的企業が選択的な Coupling を
行う際の具体的な要素の組み合わせに影響を及
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と受益者が異なるグループに属している。社会
的なインパクトを達成するために、追加的な介
入を必要としない Bridging Hybrid においても、
受益者よりも顧客のニーズを優先する傾向があ
ることからミッション・ドリフトのリスクがあ
る程度存在する。特に、顧客セグメント間で補
助が行われている場合にはリスクが高まる。財
務的な持続可能性については、顧客のみではな
く、受益者のニーズに貢献する必要があること
から中間的であるとされている。
　価値の波及のために社会的な介入が必要とさ
れる Coupling Hybrid モデルのマネジメントは、
最も複雑である。受益者よりも顧客を優先する
傾向があることに加え、このモデルでは財務的
な持続可能性に貢献し得ない追加的な介入が必
要とされる傾向があることから、社会的企業は
より高いミッション・ドリフトのリスクに直面
することになる。また、財務的な持続可能性に
ついても、その達成は困難である可能性がある。

４．社会的企業におけるMCSs の設計とそ
の利用

4-1�　社会的企業におけるマネジメント研究の
必要性

　社会的企業におけるマネジメントの研究は、
組織に組み込まれた異なる制度ロジックに起因
するテンションまたミッション・ドリフトのリ
スクをどのようにマネジメントするかという観
点に着目して行われてきた。ただし、社会的企
業が直面するテンションまたミッション・ドリ
フトのリスクの大きさやその特性は、様々な要

響を与える要因となる。このことは、受益者が
「無視されるリスクに直面する」（p. 47）ため、
ミッション・ドリフトのリスクを高めるのであ
る。Santos らは、これらの 2 つの次元に基づい
て、社会的企業を Market、Blending、Bridging
および Coupling の 4 つのモデルに分類してい
る。なお、彼らの議論は制度ロジックに基づく
ものではないが、Smith and Besharov（2014）
が提示した組織内のロジック多様性のタイプを
規定する一つの次元であるロジックの両立性の
程度に、顧客と受益者の一致の程度は影響を及
ぼす可能性がある。顧客と受益者が一致した状
況では、社会的な目的と商業的な目的との両立
性が、そうでない状況に比べ、より高いと一般
的には想定されるためである。
　顧客と受益者が一致し、社会的なインパクト
の達成のための追加的な介入が不要である
Market Hybrid モデルでは、製品やサービスの
販売といった商業的な活動が社会的なミッショ
ンの遂行をもたらすため、ミッション・ドリフ
トのリスクは低く、財務的な持続可能性も高い
とされている。
　Blending Hybrid モデルは、Market Hybrid モ
デルと同様に顧客と受益者は一致しているが、
社会的なインパクトの達成のために「訓練や地
域への働きかけ」（p. 47）といった追加的な介
入が必要とされる。このことは、Blending Hy-
brid モデルのミッション・ドリフトのリスクを
高めるとともに、財務的な持続可能性について
もリスクを高める。
　前述の 2 つのモデルに対して、Bridging Hy-
brid および Coupling Hybrid モデルでは、顧客

表 3　社会的ビジネス・ハイブリッドのタイプ

顧客と受益者が一致 顧客と受益者が不一致
追加的な介入なし
に波及効果あり

Market Hybrid
ミッション・ドリフトのリスク：低い

財務的な持続可能性：容易

Bridging Hybrid
ミッション・ドリフトのリスク：中間

（より統合化されたモデルでは低い）
財務的な持続可能性：ある程度困難

波及効果のために
追加的な介入必要

Blending Hybrid
ミッション・ドリフトのリスク：中間
財務的な持続可能性：適度に困難

Coupling Hybrids
ミッション・ドリフトのリスク：高い
財務的な持続可能性：困難

（出所：Santos et al. (2015, p. 45) の表を一部省略）
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では、これらの問題のいくつかを扱った論文を
手掛かりに、社会的企業の MCSs の設計とその
利用について検討する。

4-2　社会的企業におけるMCSs の役割
　社会的企業は、その特性のために、組織内で、
また社会的企業を取り巻くステークホルダーと
の間にテンションをもたらしている。このテン
ションに対して、どのようにマネジメントを行
うべきかという観点からの研究の重要性が指摘
されている（Battilana and Lee, 2014; Smith et 
al., 2013）。この点について、Luke et al.（2013）
は、社会的企業が直面している状況は、「業績を
適切に評価する方法についての問題を提起」（p. 
235）していると主張している。社会的企業にお
ける業績の測定は、組織内部においても、また
組織の外部のステークホルダーとの関係におい
ても、大きな影響を及ぼす可能性がある（Batti-
lana and Lee, 2014）。組織内部に対しては、業
績測定を行うことで、社会的企業の管理者に意
思決定に必要な情報を提供するとともに、それ
によって「事業オペレーションの有効性と効率
性を改善する」（Arena et al., 2015, p. 652）効
果を有している。また、インセンティブとコン
トロール・システムは、「事業と社会的な次元の
双方の業績を測定するシステムは……複数の組
織目標を反映する目的関数と組織構成員のイン
センティブを整合させる手段を提供」（Battilana 
and Lee, 2014, p. 419）することで、組織目的と
一致した行動を組織構成員に取らせることが可
能である（Battilana and Lee, 2014; Mamabolo 
and Myres, 2020）。
　他方で、組織外部に対しては、業績を測定し、
それを外部に公表することで、外部のステーク
ホルダーに対する「説明責任や透明性の確保に
貢献」（Arena et al., 2015, p. 652）することが
できる。このことは社会的企業が正当性を獲得
したり、また必要な資源にアクセスすることを
可能にする。
　このために、いくつかの研究では業績測定に
関連した MCSs に焦点を当て、社会的企業のマ
ネジメントの問題に取り組んでいる。しかしな
がら、社会的企業における業績測定は、社会的

因によって異なる可能性がある。
　前述のように、Battilana and Lee（2014）は、
組織レベルに焦点をあて、ハイブリッド組織化
の研究を提起している。彼らは、社会的企業に
おけるハイブリッド性から生じるテンション
は、中核的な組織活動、従業員の構成、組織設
計、組織間関係、そして組織文化といった組織
の多様な活動および領域に影響を及ぼす可能性
があることを指摘している。このうち、組織設
計に関連した議論は MCSs の設計も含むもので
あるが、その他の要因も MCSs の設計やその利
用に大きな影響を及ぼす可能性がある。
　社会的企業では、それが基づく複数のロジッ
クに起因して、組織目的自体が複数存在する

（Mamabolo and Myres, 2020）。これは、社会的
企業が組織の正当性を確保し、組織を維持・成
長させる上で必要な経営資源にアクセスするた
めに、組織を取り巻く多様なステークホルダー
が有している「様々な目的と結果を考慮する」

（Arena et al., 2015, p. 652）必要があるためで
ある。
　社会的企業が直面する異なるロジック間の競
合は一時的な現象ではない。社会的企業は、継
続的に、異なるロジック間の競合した状況の下
で、そのテンションまたミッション・ドリフト
のリスクに直面している。このため、社会的企
業は一時的に問題に対処する、すなわち解決す
るのではなく、長期的に競合するロジックの問
題に取り組むことが必要とされる（Pache and 
Santos, 2013）。他方で、ロジックの競合は問題
をもたらすだけではなく、イノベーションにも
つながる側面もある。この点でも、異なるロジッ
ク間の競合を効果的にマネジメントする必要性
が認められるのである。
　ハイブリッド組織としての社会的企業におけ
る MCSs の設計やその利用を考察する上でも、
組織を継続的に維持していく上で、競合するロ
ジックに起因するテンションをどのようにマネ
ジメントするかが重要な課題となる（Battilana 
and Lee, 2014）。しかしながら、社会的企業に
おける組織やマネジメントの問題は、これまで
十分に明らかにされてきたとはいえない（Bus-
co et al., 2017; Moizer and Tracey, 2010）。以下
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企業が有するハイブリッドな特性のために、そ
の設計や利用において非常に難しい問題を提起
する。既述のように、社会的企業は、異なる目
的に起因してミッション・ドリフトのリスクに
直面している。社会的企業におけるミッション・
ドリフトとは、「社会的企業が収入の獲得や顧客
要求を満たすことに集中する一方で、社会的目
標をおろそかにしてしまうこと」（Nielsen et 
al., 2019, p. 4） を 意 味 し て い る。Zalim et 
al.（2016）は、社会的企業が直面するミッショ
ン・ドリフトの原因の一つを「社会的企業にお
ける透明性の欠如と業績マネジメントの稚拙
さ」（p. 50）に求めている。このことは、社会
的企業における業績の適切な測定と評価の重要
性を指摘している。
　Arena et al.（2015）は、社会的企業への業績
評価システムの適用が困難である理由として、
以下の点を指摘している。社会的企業の業績評
価システムは、その特性上、「複数の目的をカ
バーすることができる多様なパフォーマンスを
含める必要がある」（p. 653）こと、社会的企業
には業績測定システムを構築また実践していく
上での資源の制約が大きいこと、そして業績測
定のための尺度が「特定の人々/アクターのグ
ループのセンシティビティを反映した、部分的
でかつ文脈依存的な」（p. 654）性格を有する必
要があることをあげている。社会的目的をどの
ように業績評価指標として含めるか、さらに社
会的目的の達成度合いを何によって、どのよう
に測定するかという点については、さまざまな
議論が行われているところである。
　また、Nielsen et al.（2019）は、Henri（2006）
によって提示された業績測定システムの使途お
よびその他の業績測定システムの利用に影響を
及ぼす要因と関連づけて、社会的企業における
業績測定システムの役割を媒介的（mediator）、
破壊的（disruptor）および象徴的（symbolizer）
役割の 3 つに分類している。Nielsen らによれ
ば、業績測定システムの媒介的な役割とは、「業
績に関する情報を提示し、業績の異なる側面に
関する重要な成功指標を異なる価値に関して追
跡することができるとき」（p. 15）に「ロジッ
クを代表し、異なる見方、価値観および要求に

バランスをとることを支援」（p. 2）する機能を
果たすことができるとしている。業績測定シス
テムが破壊的な役割として機能する状況は多様
であるが、業績測定システムの「不完全性のた
めに業績の一部しか把握できないことに起因し
てテンションが高めるために、障害となる」（p. 
2）状況である。さらに、業績測定システムの象
徴的な役割とは「正当性を高める」（p. 13）役
割を果たしている。
　以下では、MCSs が社会的企業における異な
るロジック間の関係性に及ぼす影響の観点か
ら、社会的企業における MCSs の役割を検討す
る。

4-3　社会的企業のMCSs に関する事例研究
　競合したロジック間においてテンションまた
ミッション・ドリフトのリスクが高まる可能性
があるハイブリッド組織としての社会的企業を
対象としたいくつかの研究では、テンションを
持続的にマネジメントするための MCSs の設計
について議論されてきた。

4-3�-1　ロジック間の競合をマネジメントする
ためのMCSs の設計

　Zalim et al.（2016）は、文献レビューに基づ
き、社会的目的と商業的目的との間にバランス
をとるうえで、業績測定システムをはじめとす
る MCSs の設計が重要であることを指摘してい
る。
（1）�ミッションからの逸脱を防止するための

MCSs の設計
　Smith and Besharov（2019）は、カンボジア
の Digital Divide Data 社（以下、DDD 社と略
す）を対象とする 10 年間に及ぶケース研究に基
づき、社会的企業がそのハイブリッド性を長期
にわたり持続する方法に関連して、「構造化され
た柔軟性のモデル」（p. 24）を提示した。社会
的ミッションとビジネス・ミッションのハイブ
リッドである社会的企業では、それぞれのミッ
ションに関連した「多様な目標、構造、慣行、
アイデンティティをめぐるテンション」（p. 24）
が生じている。DDD では、リーダーがテンショ
ンを避けたり、それを解決しようするのではな
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のである。特に、DDD では、売上高また売上高
成長率などの事業目的に関連した業績評価指標
とならび、社会的目的に関連した「特定の不利
な立場にあるグループからの採用者数、奨学金
の提供・利用、DDD からの卒業、DDD 内部で
の昇進、各グループの平均給与などといった一
連の定量的指標」（p. 19）が利用されている点
も特徴的であった。
　Smith and Besharov の議論では、社会的企業
が長期にわたりそのハイブリッドな特性を維持
していく上で、リーダーの特性、およびリーダー
の果たす役割の重要性が指摘されている。業績
測定システムの設計をその一部とする公式的な
組織構造の構築に当たってもリーダーの認知が
大きな影響を及ぼす可能性があるが、公式的な
組織構造が、リーダーをはじめとする組織の構
成員のミッション・ドリフトの認識に影響を与
える点も重要である。さらに、社会的目的と商
業的な目的の双方に設定された定量的な指標が
どちらか一方への組織の傾きを知らせ、それを
防ぐガードレールとしての役割も果たしている
点が明らかにされている。この点で、MCSs が
社会的企業におけるテンションのマネジメント
に重要な役割を果たしていることが理解でき
る。ただし、彼らの議論では、MCSs の役割は、
既存の社会的ミッションと商業的ミッションと
の間に生じるテンションの下で、どちらか一方
への偏りを防ぐことに対する MCSs の役割に焦
点が当てられていることが特徴である。
　ミッションドリフトのリスクは様々な要因に
左右される。既述のように、Santos et al.（2015）
では、社会的企業のミッション・ドリフトのリ
スクが、顧客と受益者との一致の程度、また社
会的なインパクトの達成のための追加的な介入
の必要性の程度に依存することが想定されてい
た。彼らの議論は、ある状況のもとで、ミッショ
ン・ドリフトのリスクを低減する MCSs の設計
に重要な示唆を与えている。また、それらはロ
ジック間の関係性を維持する MCSs の設計にも
示唆を与える。
　Santos et al.（2015）は、社会的企業を 4 つの
モデルに分類したうえで、それぞれのモデルに
おけるミッション・ドリフトへの取り組みのた

く、理事会メンバーや上級管理者との間で戦略
的なテンションについての議論を継続的に行う
ことで、積極的にテンションに立ち向かって
いった。競合した要求が継続的に存在する状況
で、リーダーは「アイデンティティの意味を解
釈し、再解釈を行い、実践を実験することによっ
て、テンションの中をナビゲートし、進行中の
テンションを受け入れながらも前進するアプ
ローチを見出すことに成功」（p. 25）している
とされている。DDD において長期にわたって、
そのハイブリッドな特性が維持できた理由とし
て、パラドキシカルなフレームワークとガード
レールと彼らが名付けた 2 つの要因の存在が指
摘されている。パラドキシカルなフレームワー
クとは、「二元的な要素を、矛盾しながらも相互
に依存的であると認知的に理解する」（p. 26）た
めの思考のフレームワークである。DDD では、
このフレームワークが「営利団体と非営利団体
が混在する組織で働いた経験」（pp. 26-27）を
有する創業チームによってもたらされたことが
指摘されている。パラドキシカルなフレームは、
さ ら に、DDD の attraction-selection-attrition
プロセスを通じて組織内で、継続的に強化され
ている。また、DDD ではリーダーが社会的ミッ
ションと商業的なミッションに基づく目標設
定、それぞれの目標に結びついた業績指標、報
告システム、またそれぞれのミッションを遂行
するために必要な役割を設定することで公式的
な組織構造を創りあげていることも大きな特徴
である。役員や管理者の採用においてもそれぞ
れのミッションを遂行する上で必要なスキルや
知識が重視された。彼らの採用は、組織外部の
ステークホルダーとの関係構築にも大きな役割
を果たしている。これらの要因は、「それぞれの
ミッションの後見人（gurdians）として、一方
のミッションが強調され、他方が犠牲になって
いないかをモニタリング」（p. 8）する役割を果
たしている。これらは、DDD において社会的
ミッションとビジネス・ミッションの意味が再
解釈される際またそこでの実践が変化する際
に、境界線として機能し、リーダーがいずれか
一方のミッションに傾きすぎることを認識する
ためのガードレールとして機能を果たしている
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めの組織の構造、ガバナンス、人材の採用、お
よび業績管理の方法を明らかにしている。
　顧客と受益者が一致し、社会的なインパクト
の達成のための追加的な介入が不要な Market 
Hybrid モデルでは、ミッション・ドリフトのリ
スクは低く、財務的な持続可能性も高い。しか
し、そのような状況であっても、社会的ミッショ
ンを無視した収益の過度の追求がミッション・
ドリフトのリスクを高める可能性があることが
指摘されている。このため、取締役会は、社会
的なミッションを踏まえた事業原則の理解と社
会的ミッションに適合した顧客に焦点が当てら
れていることを確認するために、顧客のセグメ
ンテーションの定期的な監視が求められてい
る。また、組織的には「商業的な活動に焦点を
当てた単一機能の組織構造」（p. 46）が採用さ
れる傾向がある。人材の採用に当たっても業務
的な専門能力を有した人材を採用することで、
同質的な組織文化を維持でき、組織内でのテン
ションを低減しうる。業績のモニタリングに関
しては、「商業的な業務の効率性をモニタリング
する強力な主要な業務上の業績尺度の展開」

（pp. 46-47）が必要とされるとともに、顧客プ
ロフィールの監視も重視される。
　Blending Hybrid モデルは、Market Hybrid モ
デルとの比較で言えば、社会的インパクトの達
成のために追加的な介入が必要とされる。この
ため、ミッション・ドリフトのリスクが高まり、
財務的な持続可能性についてもリスクを高め
る。Blending Hybrid モデルでは、取締役会に
は、不利な状況に置かれた顧客が無視されてい
ないか、また社会的な介入の質やその効果をモ
ニタリングする役割が課される。このため、取
締役会自体も、事業の専門能力を有したメン
バーと社会的な専門家とが混在していることが
望まれる。Blending Hybrid の組織は「同一の組
織メンバーが商業的な活動と社会的な介入の双
方の活動を行い、それぞれについて別々の評価
基準をもつ」（p. 47）統合された組織であるか、
または「異なる組織メンバーが異なる介入を実
施する」（p. 47）分化した組織であるかのいず
れかが採用される。このことは必要とされる人
材にも影響を及ぼす。ただし、分化した組織で

は専門家のメリットが発揮されると同時に、異
なる専門家間での対立がこのメリットを相殺し
てしまう可能性もあることが指摘されている。
さらに、業績のモニタリングにあたっても、業
務上の KPI と同時に、「社会的ミッションの達
成をモニタリングする」（p. 48）ための社会的
インパクトの KPI が必要とされる。なお、「専
任スタッフが……業界横断的に比較可能な標準
的なインパクトベンチマークを使用したインパ
クト測定システムを開発し、監視する必要があ
る。これは、社会的介入のマネジメントを継続
的に追跡し、改善するために重要である」（p. 
48）ことが指摘されている。
　Bridging Hybrid においても、顧客セグメント
間で補助が行われている状況では、特にミッ
ション・ドリフトのリスクが高まる。このタイ
プの組織では、財務的な持続可能性は中程度で
ある。このモデルにおける取締役会の役割は、

「社会的ミッションを達成するうえで必要なバ
ランスを確保する目標をもって、2 つのグルー
プのセグメンテーションをモニターする」（p. 
49）ことである。事業の専門能力を有し、さら
に異なるニーズに対応する学習能力を有するス
タッフの採用が行われる必要がある。業績管理
プロセスでは、社会的なインパクトの源泉が商
業的な業務であるために、業務的な KPI が重視
される。さらに、サービスを提供した顧客と受
益者の割合およびサービスの質を監視すること
で、ミッション・ドリフトが生じるリスクを監
視することも必要とされる。
　価値の波及のために社会的な介入が必要とさ
れる Coupling Hybrid のマネジメントは最も複
雑である。ミッション・ドリフトのリスクも非
常に高く、また財務的な持続可能性についても
達成困難である。取締役会では、顧客が優先さ
れ受益者が無視されないように、また価値の波
及効果を可能とする追加的介入の提供を確実に
するように、異なるグループに属する顧客と受
益者との間の活動のセグメンテーションをモニ
タリングすることが必要とされる。組織構造的
には商業的な活動と社会的な活動とがそれぞれ
効率的に行われるように構造的に分化すること
が望ましいとされている。ただし、受益者を常
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商業的ロジックとの間にはテンションが存在す
る。同社では、社会的な目的のためのプロジェ
クトを対象とした事業計画と、社会的目的のた
めのプロジェクトに加え、商業的な目的のため
のプロジェクトを含んだアジャイル・ベースの
コントロール・システムが運用されている。ア
ジャイル・ベースのコントロール・システムで
は、従業員に日々の活動において優先順位の高
いタスクが提示されている。ここでは、社会的
プロジェクトと商業的なプロジェクトの違いな
く、両方が優先されることが特徴である。アジャ
イル・ベースのコントロール・システムは、プ
ロジェクト間での資源配分目的でも利用され
る。また、事業計画において社会的目的が明示
されるが、アジャイル・ベースのコントロール・
システムも含め、社会的ロジックと商業的ロ
ジックの両方が強調される。これによって、ロ
ジック間のテンションが緩和されている。ここ
では、「会計とコントロールの実践は、特定のロ
ジックの利害と連動してはない。むしろ、さま
ざまなグループが自分たちの利害を大切にしな
がら、イノベーションのプロセスを通じて、こ
れらの利害を調停できるように展開」（p. 203）
されていることが指摘されている。
　これらの会計またコントロールの実践は、社
外のステークホルダーにも共有されている。会
計またコントロールの実践は、社内外のステー
クホルダーが継続的に議論を行うバウンダ
リィ・オブジェクトとして機能している。また、
イノベーション・プロセスを媒介し、組織に新
しい問題の解決法を提示したり、イノベーショ
ンを促進することを可能としている。これに
よって、同社のハイブリッド性が維持されてい
ることが明らかにされた。Busco et al.（p. 196）
ではバウンダリ・オブジェクトについて、「バウ
ンダリィ・オブジェクトは、交差する社会的・
文化的世界の橋渡しをする能力によって定義さ
れる。バウンダリィ・オブジェクトは、組織の
内外を問わず、さまざまな利害関係者が関わり、
意思疎通を図るための共通言語を提供する。社
会的・文化的世界を交差させる能力を持つバウ
ンダリィ・オブジェクトは、「深い共有」（Nicolini 
et al.2012）を必要とし、それによってアクター

にコントロール下におくことが必要である。構
造的に分化した組織では、それぞれに専門的な
人材が必要とされる。この際に生じるテンショ
ンを緩和するための調整メカニズムやプロセス
が必要とされるのである。業績マネジメント・
システムは業務的な KPIs と同時に、社会的活
動に対する KPIs も必要とされる。
　Santos et al.（2015）の議論は、社会的企業に
おける顧客と受益者の一致の程度、また社会的
なインパクトの達成のための追加的な介入の必
要の程度が、社会的目的と商業的目的との間の
ミッション・ドリフトのリスクに影響を及ぼす
こと、またそのミッション・ドリフトを抑制す
るための MCSs の設計に重要な影響を及ぼす点
を指摘している。既述のように、彼らの議論は
制 度 ロ ジ ッ ク に 基 づ く も の で は な い が、
Besharov and Smith（2014）が提示した組織内
のロジック多様性のタイプを規定する一つの次
元であるロジックの両立性の程度に影響を及ぼ
す可能性がある。また、Santos らの議論は、
Smith and Besharov（2019）の議論と同様に、
ある一定のテンションの状態を所与とし、その
もとでの適合した MCSs の設計について議論さ
れていることが特徴である。これらの議論は、
MCSs の設計、また特に業績測定システムの設
計やその利用が、社会的企業が直面している異
なる目的間のバランスを維持していく上で重要
であることを指摘している。MCSs の設計には、
経営陣の認知も大きな影響を及ぼしている。ま
た、MCSs の設計やその利用が、経営陣の認知
に影響を及ぼしている側面もある。
（2）生産的な議論の場を提供するMCSs の設計
　会計またコントロールの実践に注目すること
で、競合したロジック間の関係の持続性に及ぼ
す影響を明らかにした研究としては、Busco et 
al.（2017）がある。Busco らは、イタリアの小
規模な研究開発企業である Liquidweb 社を対象
に縦断的な事例研究を実施した。同社は、社会
的目的に寄与するブレイン・コンピューティン
グ・インターフェースの開発、生産および販売
に従事しているが、それらの事業を継続する目
的で、社内でビジネスの活動も実施している。
限られた経営資源のために、社会的ロジックと
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が採用にあたって、その能力を重視したのに対
して、Los Andes では候補者の社会性を重視し、
その選考にあたって試験を利用することで選考
のプロセスを透明化した。また、Los Andes で
は、採用された従業員が開発業務にも銀行業務
にも十分な知識を有していないことが大きな前
提であったために、従業員全体を対象に標準化
された社会化のアプローチが採用されたのであ
る。この社会化のプロセスが「ミッションを達
成するために使用される手段へのコミットメン
トを促進することに焦点を当てており、その結
果優れた業務に基づいた共通の組織アイデン
ティティが形成」（p. 1434）されることに貢献
したことが指摘されている。
　Chenhall et al.（2013）は、あるイギリスの
NGO へのフィールド調査に基づいて、「会計実
務の設計と運用が、複数の評価原則が存在する
状況で、どのように妥協を促す（または妨げる）
のか。異なる評価原則の間の妥協はいつ（そし
てどのように）生産的または非生産的であるの
か」（p. 269）という問題に取り組んでいる。な
お、Chenhall らの議論では、Stark（2009）の

「組織的不協和」の概念を援用している。
　当初、イギリス連邦の低開発国へ英語教育の
ために人材派遣を行うボランティア組織であっ
たイギリスの VSO は、2004 年には「特定の開
発優先事項を達成」（p. 273）することを目的と
するプログラム的な組織へと移行した。この移
行に伴い、それをサポートする業績評価システ
ムの開発がなされた。この背景には、途上国の
貧困削減などの具体的な目標を設定し、その成
果を重視する国際的な流れと、VSO の資金提供
者であるイギリスの国際開発省に対する報告様
式の変更がある。この時期、VSO には「学習と
独自性」という評価原則と「一貫性と競争」と
いう評価原則が共存していた。これらの評価原
則間の妥協のための議論が、業績評価システム
としての品質フレームワーク（QF）のもとで行
われた。この議論は、数値基準に基づく戦略的
資源配分や年次の国別のナラティブな報告と
いった VSO が実施している活動の国レベルで
の価値測定方法についての議論を受けて行われ
た。QF では、品質をめぐる議論において、業

間のコミュニケーションが可能になり（Carlile, 
2004）、異なるコミュニティ間の共通の基盤が
提供される」と説明されている。
　彼らの議論では、異なるロジックを有する社
内のグループ間、また外部のステークホルダー
トの間で、コミュニケーションを行うための話
し合いの場が持たれることの重要性が指摘され
ている。そこでは、会計やコントロールは、バ
ウンダリィ・オブジェクとしての重要な役割を
果たしている。会計またコントロールの実践が
社会的な目的のためのプロジェクトと商業的な
目的のプロジェクトの双方の優先順位を明示す
ることで、両者のコンフリクトが軽減される点
も示されている。
　共通の議論の場の提供を促進する要因につい
てもいくつかの研究で明らかにされている。例
えば、Battilana and Dorado（2010）は、異なる
ロジック間のテンションのマネジメントにおい
て、組織の構成員間に共通のアイデンティティ
が創造されることが重要であることを明らかに
している。共通のアイデンティティの創造に、
経営陣の考え方、また彼らが利用する従業員の
採用基準および従業員の社会化の方法が大きく
寄与している。彼らは、「貧困層を支援する」（p. 
1419）という開発のロジックと「継続的な事業
をサポートし、受託者としての責務を果たすの
に十分な利益を必要とする」（p. 1419）銀行の
ロジックという異なる制度ロジックを組み合わ
せたボリビアの 2 つの商業的なマイクロファイ
ナンス組織である Los Andes と BancoSol を対
象とした事例研究に基づいて、ハイブリッド組
織が「ハイブリッド性を構築し、維持すること
が可能か、また可能であるとすれば、それはど
のようにか」（p. 1419）という問いを設定し、考
察を行っている。彼らは、Los Andes では、組
織内での下位のアイデンティティの形成またそ
れによる両者間でのテンションの悪化を防ぎ、
共通の組織的なアイデンティティの創造を行う
ことができたとしている。組織内での共通のア
イデンティティの創造には、経営陣の考え方が
大きな影響を及ぼしている。特に、Los Andes
における従業員の採用方法、ならびにその後の
社会化の方法が大きく影響していた。BancoSol
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会計実務を取り巻く議論の内容にも深く関連し
ている点が明らかにされた。会計実務の技術的
な特性に関する議論は生産的な摩擦を生み出さ
ないが、会計実務の「原則や価値観」（p. 283）
に関する議論は、それが「適切な実践であるか
どうかに焦点」（p. 283）を当てることで、生産
的な摩擦を生み出すことを可能としている。
　Battilana et al.（2015）は、フランスの WISE
を対象として 2003 年から 2007 年に毎年実施さ
れた調査データ（641 組織-年観測値）に基づい
て、次の点を明らかにした。第 1 に、「組織の社
会的なミッションの達成に対する創立チームの
初期の強調」（p. 1659）と定義される社会的刷
り込みと「インプットを経済的なアウトプット
に変換する組織の全般的な効率性」（p. 1659）で
ある経済的生産性が、「受益者の雇用市場におけ
る見通しを向上させる WISE の有効性」（p. 
1659）である社会的パフォーマンスに影響を与
える重要な要因である。第 2 に、社会的刷り込
みと社会的パフォーマンスとの間には、社会的
刷り込みが社会的パフォーマンスを向上させる
という直接効果以外に、経済的生産性へのマイ
ナスの影響を通じて、社会的パフォーマンスを
低下させるという間接効果を有している。
　彼らはこれらのメカニズムを明らかにするた
めに、業績以外の点で類似性の高いリサイクリ
ング業界に属する 2 つの WISE を選択し、経時
的な比較事例分析を実施した。事例分析から、
両組織の設立時から金融危機に至るまでの経緯
は比較的同様なものであった。創業者が有する
社会的な目的や価値観が、その後の組織構造、
組織内での実践、そして組織に組み込まれた
ルーチンに大きな影響を及ぼしたことを明らか
にしている。例えば、雇用については、両組織
において歴代の事務局長はソーシャル・ワー
カーの経歴を有しており、採用も受益者への配
慮およびカウンセリングなどのスキルに基づい
てなされた。ALPHA では、「受益者のパフォー
マンスを追跡し、ALPHA にいる間に彼らの雇
用能力を向上させるためのツール」である「ワー
ク・インテグレーション・パスポート」が設計
された（p. 1674）。他方、BETA においても、心
理的、社会的、就職支援という 3 つの領域での

績評価に含める指標が議論されるとともに、ナ
ラティブな要素も含められることで、スコアリ
ングとナラティブの要素が単一の報告フレーム
ワークの中に統合された。しかし、ナラティブ
な要素と量的尺度の使い方は、QF を取り巻く
業績評価をめぐる「成功を測定する共通かつ標
準的な方法」の開発と「各国のプログラムには
独自性」があるという認識との間のテンション

（p. 275）やプログラムの品質の改善をめぐる議
論の中で変化した。その結果、個々の国の事業
の「ユニーク」な状況を尊重するよりも「一貫
性」を重視する評価様式に変更された。当初は
異なる評価様式間で建設的な議論が行われる余
地があったが、各国間での業績の比較可能性が
優先されたことから、いくつかの批判にも関わ
らず、生産的な議論が行われなくなった。他方
で、「学習」と「競争」という異なる評価原則の
間でリーグテーブルをめぐって、「独自性や革新
性、競争、ボランティア精神などのより広範な
原則」（p. 280）をめぐる議論が展開された。評
価原則間の妥協から、リーグテーブルが廃止さ
れ、新しい開示慣行が採用されるなど、より根
本的な変更がなされた。このことは、異なる評
価原則の一時的な妥協をもたらした。
　これらのフィールド研究から、Chenhall らは、
業績測定システムという会計実務の設計やその
利用の組織間での相違が、異なる評価原則の間
の妥協の度合いに影響を及ぼすこと、またそれ
が妥協が生産的なものであるか、非生産的なも
のであるかに影響を与えることを明らかにし
た。彼らは、会計が生産的な議論の場を提供す
る一つの要因として、会計実務の不完全性とい
う点を指摘している。QF は異なる評価原則間
の議論を通じて、一時的な妥協を通じて、異な
る評価原則の間を揺れ動いている。これは、ど
ちらか一方で常に優位な状況を生み出していな
いと解釈ができる。Chenhall らは、QF のこの
特性を会計実務の不完全性とよんでいる。
　また、Chenhall らは、慎重な配慮を行うべき
であるが、異なる評価原則を持つアクターに
とって重要な会計上の特徴を可視化すること
で、生産的な議論が行われることを指摘してい
る。さらに、生産的な議論が行われる要因は、
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支援のための具体的プロセスが開発された。ま
た、各領域での「受益者の進捗状況をモニター
し共有する」ための「スコアカード」（p. 1674）
が作成された。
　しかしながら、両組織は、金融危機に直面し、
ビジネスのスキルや能力に欠けた理事会メン
バーやスタッフの生産性の低さに起因して、深
刻な財政危機に陥ることになる。
　財政的な危機に直面した両組織は、社会的セ
クターとビジネスの経験を併せ持つ事務局長を
採用し、彼らに財務的な責任と社会的な責任の
両方を担わせた。事務局長は、これに対応し、
構造的に分化した組織を採用した。これは、組
織内に商業的な活動と社会的な活動のテンショ
ンをもたらす原因となった。しかしながら、両
組織では、このテンションの解消方法が大きく
異なることが特徴である。ALPHA では事務局
長が両活動の仲裁を担うことで、テンションを
管理する役割を担った。このため、現場のスタッ
フはテンションを管理するためのスキルを身に
つける機会がなく、両活動の対立は人間的な対
立までエスカレートする状況が見られた。
　他方で、BETA では、2 つのグループ間の調
整は、「社会的・商業的活動において日々直面す
るトレードオフの処理方法について、全てのス
タッフで議論し合意するための交流の場（are-
nas）と定義される『交渉の場（spaces of nego-
tiation）』」（p. 1660）を通じて、ソーシャルカウ
ンセラーと生産監督者といったスタッフ間で行
われることになった。Battilana らによれば、「交
渉の場」は、調整会議とも呼ばれる強制的な会
議体と公式的なプロセスの組み合わせによって
生み出されている。会議体は、各受益者の進捗
状況を評価するために、また社会的な活動と商
業的な活動の調整を行う目的で、四半期ごとに、
2 つの活動領域のスタッフが参加して行われ
る。月次で行われる作業計画のスケジューリン
グを通じた商業的な活動と社会的な活動の調
整、および毎月実施される受益者の業績評価と
いった公式的なプロセスは、ソーシャルカウン
セラーと生産監督者が意見を述べたり、そこで
取り上げられる問題に対して、共通の理解を持
つ上で大きな役割を果たしている。BETA にお

いて、「交渉の場」が生産的な対立を通じた調整
の場となっている理由として、組織メンバーが
より上位の目標に対する共通理解を有していた
点、また両グループが組織目標の達成に向けて
お互いが必要であることを認識していた点があ
げられている。ただし、このような理解や認識
を高める上で、理事長によるスタッフの社会化
のプロセスが重要な役割を果たしている。
　BETA において、社会的な活動領域のスタッ
フと商業的な活動領域のスタッフとの対立が、
人間的な感情の対立に陥らずに、生産的な議論
を行うことのできた理由は、強制的な会議体と
公式的なプロセスから生み出される「交渉の場」
が存在したためであると考えられる。BETA の
スタッフは、組織内での社会化のプロセスを通
じて、組織のより上位の目標を認識し、さらに
目標達成のためにお互いの存在が不可欠である
ことを認識している。作業計画のスケジュリン
グや受益者の業績評価といった公式的なプロセ
スにおいて、ソーシャルカウンセラーと生産監
督者は意見交換を行い、調整を行うことが必要
とされた。ただし、「交渉の場は緊張をなくすも
のではなく、むしろ潜在的な内部対立を生産監
督者と社会相談員の間の生産的緊張に変換す
る」（p. 1678）ための場として機能していた。こ
の交渉の場がうまく機能したのは、理事長によ
る社会化のプロセスが大きな役割を果たしてい
る。具体的には「年 2 回の研修会（retreats）、
年次総会、内部コミュニケーション、訓練、ジョ
ブシャドウイング」（p. 1678）がある点が指摘
されている。

4-3-2　異なるロジック間の関係性へのMCSs
の影響

　しかしながら、業績測定システムをはじめと
する MCSs の設計とその利用は、組織内におけ
る既存のロジック間の関係性に対して、より積
極的な役割を担う可能性がある。MCSs は、異
なるロジック間の関係性を維持し、それがどち
らか一方に偏ることでミッション・ドリフトを
起こすことを防ぐ役割を果たすだけではなく、
MCSs の設計やその利用によって、ロジック間
の関係性を変化させる可能性もある。ここでは、
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よってスポーツのロジックと財務的なロジック
との間の関係性が異なって知覚され、そのこと
が組織の妥協行動に影響を及ぼしている。
　このことは、異なるロジック、Carlsson-Wall
らの議論ではスポーツのロジックとビジネスの
ロジックが、常に対立するものとして、組織の
構成員に知覚されるわけではなく、組織の状況
に応じて、両者が対立的なものと知覚されたり、
両立性の高いものと知覚されたりする可能性が
あることを指摘している。これは FClub におけ
る業績と報酬との関係が「非直線的」（p. 58）で
あることに起因している。彼らの議論は、ロジッ
クの両立性の程度がフィールドや組織間の状況
に影響を受けるだけではなく、組織内の状況、
特に MCSs の設計に応じても異なる可能性があ
ることを示唆している。このような状況では、

「組織のアクターはロジック間の関係性をenact
する裁量を有している」（pp. 56-57）といえる。
　さらに、Amslem and Gendron（2019）の議論
では、業績測定システムの設計がソーシャル
ワーカーと受益者との関係性に変化をもたらし
ている様子が明らかにされている。Amslem and 
Gendron は、フランスの就労支援および社会復
帰に携わる社会的企業である ARES を対象に、
エスノグラフィー調査を実施している。この調
査研究では、定量的な評価基準がソーシャル
ワーカーのグループに受け入れられることで、
専門家としてのソーシャルワーカーと受益者と
の関係が変化し、その結果、ソーシャルワーカー
の専門性に影響がもたらされたことが明らかに
されている。
　ARES では、従来、ソーシャルワーカーと、
同社に従業員として採用された受益者間の感情
的な関係に基づいて、ソーシャルワーカーが受
益者への支援を実施してきた。しかし、社会的
企業家から構成される ARES の新しい経営陣
は、両者の過度の依存関係が、採用された従業
員の将来的な雇用の機会や長期的な観点からの
彼らの自律性を損なうことを懸念した。2005 年
に着任した新しい事務局長は非財務的な業績評
価ツールである NORIA（New Tool for Solving 
Integration through Activityを表すフランス語）
を導入した。NORIA では、ソーシャルワーカー

これらの点に言及している研究のいくつかを紹
介する。
　Carlsson-Wall et al.（2016）は、スウェーデン
のサッカー組織である FClub がスポーツとビジ
ネスという 2 つの制度ロジックを管理する際に
業績測定システムをどのように利用しているか
を ケ ー ス 研 究 を 通 じ て 明 ら か に し て い る。
FClub では営業・マーケティング、財務・人事
およびコミュニケーション・サービスの 3 つの
下位組織からなる本部とスポーツ部門とに組織
が構造的に分化されている。予算編成はスポー
ツ部門の経費に関する部分と本部の収入と経費
に関する部分とに分離することで、それぞれの
部門がスポーツまたはビジネスに集中すること
が可能となっている。なお、予算編成プロセス
において本部とスポーツ部門とに資源配分を行
う際にはビジネスのロジックとスポーツのロ
ジックの 2 つの観点から検討が行われるが、「収
益予測はどちらかといえば安定している傾向が
あり、両部門の経費はある程度固定されている」

（p. 52）ため、予算編成プロセスにおいて妥協
が行われることは少ない。この意味で、予算編
成は構造的な分化を促進している。また、業績
測定システムは、本部とスポーツ部門に独自で
あり、各部門内でのみ利用される業績測定指標
とともに、全社的にモニターされる 3 つの指標
の 2 つの部分から構成されている。部門独自の
指標については、予算編成後にその運用は各部
門に任される。この意味で業績測定システムの
この部分は構造的な分化をサポートしている。
FClub では、「構造的な分化は、トレードオフに
ついての長々とした議論を避ける上で有益であ
るとともに、それぞれのマネジャーの専門性に
敬意を示すものとして認識されていた」（p. 56）
のである。
　業績測定システムのもう一つの側面である
リーグ戦の順位、財務的な結果および貸借対照
表の自己資本額といった 3 つの指標について
は、毎週開催されるトップマネジメントの会議
で議論が行われる。業績測定システムは、「ス
ポーツとビジネスの目標について議論する際の
重要なツール」（p. 54）として位置付けられて
いる。ただし、FClub ではリーグ戦での順位に
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は採用された従業員としての受益者に対するイ
ンタビューの後に、その内容を記入する必要が
あった。これは、ソーシャルワーカーからトッ
プ・マネジメントへの説明責任を促進した。そ
の後、2012 年に、トップ・マネジメントは評価
グリッド・プロジェクトの開発を一元化し、
OASIS（Informing Organization of Inserted Em-
ployees を表すフランス語）という定量的な評
価グリッドを開発・導入した。これは、ソーシャ
ルワーカーに認識論上の大きな転換をもたらし
た。OASIS では、個々の事例について、事前に
目標を設定し、その進捗度を定量的かつ定期的
に報告することが必要とされた。この試みは継
続的に実施された。ソーシャルワーカーの活動
に定量的な業績評価が持ち込まれることで、彼
らの専門性に大きな影響がもたらされた。特に、
ソーシャルワーカーは受益者との間に「『十分

な』感情的境界」（p. 40）を構築することとなっ
た。また、ソーシャルワーカーは、彼らを犠牲
者とみる考えから将来的に雇用される可能性を
高めるためのクライアントとみなすようになっ
た。さらに、会議などの場を通じて受益者の情
報を組織内で共有することで、そのソーシャル
ワーカーと受益者との関係の排他性も無くなっ
た。OASIS の普及には社内で開催される定期的
なミーティングが重要な役割を果たすととも
に、ARES また社会的企業を取り巻く政治的環
境なども大きな役割を果たした。ただし、ARES
では組織的な取り組みまた要因も定量的な評価
実践の普及に重要な役割を果たした。
　これらのことは、業績評価システムの設計や
その利用が社会的企業のソーシャルワーカーが
基づく専門家のロジックに影響を及ぼしている
ことを意味している。これは受益者に対してだ

表 4　5つの状況のまとめ

状況 スポーツ関連の業績指
標とリーグ 3 位以内と
いう目標との間の距離

制度ロジック間の関係 妥協的な行動

1．リーグ 3 位以内 なし、目標達成 スポーツとビジネスのロジック
が調和：スポーツでの成功が財
務的な改善につながる

妥協の必要なし

2． リーグ 6 位～ 9 位、
比較的安定的な財
務的状況

中程度（無関心ゾーン） スポーツのロジックとビジネス
のロジックが相反するものとし
て enact される：新たな選手の
獲得が短期的な財務状況を危う
くする

スポーツのロジックよりもビジ
ネスのロジックが優先：まずは
売り、その後に買い

3． リ ー グ 6 位 か ら 9
位、財務的な問題

中程度（無関心ゾーン） スポーツのロジックとビジネス
のロジックが相反するものとし
て enact されている：短期的な
財務状況の改善にはスポーツの
妥協が必要

スポーツのロジックよりもビジ
ネスのロジックが優先：たとえ
ベストな選手でなくても売るた
めに露出が必要な選手を使う

4．リーグ 10 位以下 高い（降格のリスク） スポーツとビジネスのロジック
が調和しているとして enact さ
れている：降格を回避すること
は、翌年の財政的なマイナスを
回避することを意味

妥協は必要ない
新しい選手の購入は双方のロ
ジックに沿っている

5．リーグ 4 位から 5 位 低い（チャンピオンに
なる可能性があると感
じている）

スポーツのロジックとビジネス
のロジックが相反するものとし
て enact されている：リーグで
勝とうとすることが財務的な損
失に陥ることを意味する

ビジネスのロジックがスポーツ
のロジックより優先：財務的損
失を被っても新しい選手を獲得

（出所：Carlsson-Wall et al., 2016, p. 57）
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では、学校は予備費の積立を認められた。そこ
では、繰越金の意味の理論化、および会計方針
の変更によって可視化された繰越金の管理やそ
の正当化が問題となった。繰越金の問題は、ロ
ジック間のテンションを示唆した。過剰予算に
対して予算プロセスの改革が行われた。限られ
た権限を持つ LEA の学校への対応も多様性が
みられた。繰越金の増大をめぐり、政府より学
校予算の編成のためのガイドラインが提示さ
れ、さらなる改訂が行われた。繰越金の問題が
中期的な計画と結び付けられる必要性が強調さ
れることで、政府による過大な繰越金の回収メ
カニズムの導入とその撤回が行われた。
　Ezzamel らの議論では、教育組織に新たに導
入された予算実践をめぐる議論は収束するので
はなく、異なるロジックに基づく理論化に影響
を与えるとともに、それぞれのロジックに関連
したアクターの相互作用を通じて、予算実践が
継続的に改定されていく状況が明らかにされて
いる。これによって、組織内での予算の実践に

「揺れ動き」が生じている。また、このことが競
合するロジック間の関係性にも影響を与えてい
る点が明らかにされているといえよう。
　しかしながら、MCSs の設計や利用が異なる
ロジック間での議論をもたらすという主張に対
して、Ramus et al.（2017）の議論は重要な要素を
付加している。Ramus らは、イタリアの WISE4
社を対象として経時的な研究を実施している。
2008 年の金融危機以前には、いずれの WISE に
おいても、社会的ロジックと商業的ロジックの
いずれが優先されるかは異なっても、「低いロ
ジック中心性の程度を特徴とする安定的な環境
を経験」（p. 1261）していた。しかしながら、
2008 年の金融不安に起因する環境の混乱が、
WISE にとって 2 つのロジックを中心的なもの
とせざるを得なくした。このことは WISE の内
部に大きなテンションをもたらすこととなっ
た。
　WISE では、これらのテンションを解決する
様々な取り組みがなされた。伝統的に異なるロ
ジックを優先していたアルファとベータでは商
業的な領域のメンバーと社会的な領域のメン
バーとの間で長期的な共同作業（collaboration）

けではなく、組織内での他の構成員との関係性
にも影響を及ぼす可能性がある。
　さらに、社会的企業への新たな MCSs の導入
が、ロジック間のテンションを新たに生み出す
とともに、その関係性に変化をもたらすことも
ある。Ezzamel et al.（2012）によれば、イギリ
スでは、1988 年の教育改革法によって、LEA

（Local Education Authority）が、市場原理に基
づき、主に学校に通う生徒の年齢構成とその人
数に基づいてあらかじめ決められた計算式に
よって学校予算を配分し、予算の支出に対して
は、学校の理事（schoolʼs governors）が責任を
負う、予算編成プロセスが導入された。予算編
成プロセスの導入は、教育フィールドにビジネ
スロジックを持ち込む「象徴的な効果」を有し
ていた。予算編成プロセスの導入に伴い、学校
の中に予算ホルダーや意思決定者としての校長
など新たな役割とアイデンティティが確立され
る一方で、LEA の学校に対する権限は縮小し
た。ビジネスロジックに基づいて、理事会や上
級教職員からなるメンバーは管理職として理論
化をされたが、このことが教育フィールドにお
いて従来、支配的であった専門家またガバナン
スのロジックとの間に、コンフリクトをもたら
すこととなった。
　しかしながら、予算編成は同時に、物質的な
実践としての側面も有しているとされている。
教員の価値をこれまでとは異なり、新たにコス
ト面から評価するという理論化と意味づけが、
予算実践およびその変化に影響を与えた。予算
の導入に伴い、予算不足、すなわち過剰な教員
という言説が生まれ、予算管理を通じて教職員
を管理することが行われたが、この予算管理の
方法には LEA の政治的な考えが大きく影響し
た。教員の価値をコストの観点から評価すると
いう理論化は、予算管理の分権化と相まって、
教員の職業的な価値にも新たなロジックをもた
らした。予算の実践のばらつきの原因として、

「アクターは同様な状況を異なる行為のロジッ
クを通じて認知的に解釈する」（p. 290）ため、
または複数のロジックが競合しているためであ
る可能性がある。
　ビジネス・ロジックに基づく予算管理のもと
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が行われた。しかし、いずれのケースでも、従
来、周辺的な位置付けであったロジックの活動
のための規則や手続きは公式化されなかった。
このことが、両社において伝統的なロジックが
優先される結果をもたらした。たとえば、アル
ファでは取り残された（marginalized）労働者
の採用が共同で行われたり、2 つのフィールド
のメンバーが参加する定期的な会議が開催され
るようになった。ただし、アルファでは社会志
向的な活動のための「正式な規則や手続き」（p. 
1266）は採用されず、このことが、「雇用慣行
と生産プロセスの管理における社会的ロジック
と商業的ロジックを統合するアルファ社の共同
作業の努力の有効性を損なった」（p. 1268）原
因とされている。結果的に、アルファでは伝統
的に支配的であった商業的なロジックに回帰す
ることで社内のテンションは緩和された。ベー
タでは、従来支配的であった社会的なロジック
に対して、商業的なロジックからの強い要求が
出され、テンションが高まったことを受けて、2
つの領域の共同での取り組みがなされた。しか
し、商業的なロジックの手続きが正式化されな
いことに起因して、伝統的な社会的なロジック
が優先されるようになった。
　これらの 2 社に対して、他の 2 社では、コラ
ボレーションだけでなく、伝統的には周辺的な
領域に位置付けられていたロジックの活動のた
めの規則や手続きが公式化された。ただし、1
社ではそれによって社会的なロジックと商業的
なロジックとの間のテンションを悪化させるこ
とになった。その組織では、共同作業が行われ
ると同時に、伝統的には周辺に位置付けられて
いたロジックの活動の手続きが公式化された。
このことが両者の妥協を難しくし、テンション
を高める原因となった。伝統的に社会的ロジッ
クが支配していたガンマでは、商業的なロジッ
クの強まりによってテンションが知覚された。
これに対して、2 つの領域のメンバーが共同作
業を行った。ただし、ガンマではトップ・マネ
ジメントが、生産志向的なガイドラインを正式
化した。このことでガンマの従業員は、社会的
なロジックだけではなく、商業的なロジックも
重視し、活動を行った。しかし、ガンマではこ

のことが両者のテンションを悪化させた。社会
的なロジックと商業的なロジックの両者を満足
させる共通の解決策には至らなかった。
　最後の 1 社では、いくつかのステップを経て、
社会的なロジックと商業的なロジックの双方に
とって受け入れ可能な解決策が提示され、テン
ションの低減に成功している。この点において、
デルタは両者のロジックを統合することに成功
した。従来、商業的なロジックが支配的であっ
たこの会社では社会的なロジックの高まりを受
けて、両者の共同を模索したが、社会志向のガ
イドラインの欠如がもたらす問題点をトップ・
マネジメントが認識した。このため、社会志向
の規則や手続きが公式化された。この時点では
商業的なロジックのメンバーと社会的なロジッ
クのメンバーはコンパートメント化され、両者
の相互作用はあまり行われなかった。このこと
が両者のそれぞれの専門性を高めるとともに、

「社会カウンセラーと生産監督者の双方が、自ら
の手順の合理性をより深く理解し、そのロジッ
ク（商業的であれ社会的であれ）に関連する目
的を達成するために、厳密に必要な手順とそう
でない手順を完全に区別するのに役立った」（p. 
1273）とされる。この潜在的なテンションに対
して、両者のロジックのメンバー間の協力が再
び行われ、統合的な解決法に到達することがで
きた。これは、2 つの領域のメンバーがそれぞ
れの領域の手続きのうち何が重要であるかを理
解することで、柔軟に問題に対処できたことが
原因である。「公式化されたコラボレーション
は、デルタの全メンバー間で、商業的目的と社
会的目的の両方を受け入れることを促進した」

（p. 1275）とされている。これによって、デル
タはコラボレーションによって、商業的なロ
ジックと社会的なロジックとが統合された新し
い規則と手順を設計し始めた。
　Ramus らの議論は、単に組織内において異な
るグループ間のコラボレーションが起きただけ
では、ロジック間のテンションを緩和できない
可能性を指摘している。4 つの WISE のうち、コ
ラボレーションと公式化も同時に行なわれた
ケースにおいて、テンションが緩和されていた。
このことは、「メンバーの行動や意思決定を導
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供することも必要である（Busco et al., 2017）。
　しかしながら、MCSs はより積極的にそれら
のロジック間の関係性を変化させる役割も担う
ことができる。FClub では、業績と報酬との関
係性に見られる非線形的な関係性がロジック間
の関係性に影響を与えている（Carlsson-Wall et 
al., 2016）。組織に導入された新しい MCSs が異
なるロジックの理論化に影響を与え、それが異
なるロジックを有する組織構成員間の相互作用
をもたらすことで、MCSs の実践に揺れ動きを
もたらし、そのことがロジック間の関係性に影
響を与えている事例も観察されている（Ezzam-
el et al., 2012）。さらに、MCSs が異なるロジッ
クを有する組織内のグループ間での議論を促進
することも重要な一つの要因である。Ezzamel
らによって指摘された MCSs がロジックの理論
化に影響を与え、それが異なるロジックを有す
る組織構成員間の相互作用を促進している点は
非常に興味深い点であろう。
　しかし、これまでの議論から明らかにされた
ように、異なるロジックを持つグループのメン
バーに対して、単に話し合う場が提供されるだ
けでは、ロジック間に存在するテンションのマ
ネジメントにとっては十分ではない。組織内に
公式的な手続きを整備し、そのもとで議論を行
うという、話し合いの場の設定に至るプロセス
も重要な要因である。Ramus et al.（2017）では、
単にコラボレーションが起きただけでは、テン
ションを緩和することができなかった事例が取
り上げられている。コラボレーションと手続き
の公式化も合わせて行うことで、テンションは
緩和されることが指摘されている。「メンバーの
行動や意思決定を導き、形作る公式化された手
続き」（p. 1279）である公式化が行われたのち
に、コラボレーションが行われる必要がある。
この点で、MCSs の設計は重要な意味を持つと
考えられる。
　Nielsen et al.（2019）によって提示された社会
的企業における MCSs の役割の一つである媒介
役割は、ロジック間のバランスを取ることに重
点をおいていた。この役割は、組織の既存のロ
ジック間の関係性を前提として、その関係を維
持し、そこからの逸脱を防ぐという意味合いが

き、形作る公式化された手続き」（p. 1279）が
策定された上で、コラボレーションが行われる
必要があることが示唆されている。この点で、
MCSs の設計は重要な意味を持つと考えられ
る。

５．まとめと今後の課題

　社会的なロジックと商業的なロジックを組み
込んだハイブリッド組織としての社会的企業
は、それらのロジックに起因するテンションま
たミッション・ドリフトのリスクに直面してい
る。テンションやリスクの大きさ、またその特
性は、異なるロジック間の両立性の程度、また
中心性の程度（Smith and Besharov, 2014）、さ
らには顧客と受益者との関係（Santos et al., 
2013）にも影響を受ける可能性がある。社会的
企業がその目的を適切に遂行する上で、組織が
直面している異なるロジックに起因するテン
ションまたはミッション・ドリフトのリスクに
適切に対応し、それらをマネジメントしていく
必要があることは共通の認識である。
　テンションのマネジメントのためには、社会
的企業がテンションの特性に適合した対応戦略
や組織構造を採用することが重要である。また、
社会的企業におけるリーダーの役割、および彼
らが適用する新規の従業員の採用基準、および
彼らに施す教育・訓練といった観点も重要であ
る。さらに、業績測定システムや予算といった
MCSs の下位システムの果たす役割も重要であ
る点も指摘された。
　MCSs は、社会的企業の直面するテンション
またミッション・ドリフトのリスクの前提とな
る異なるロジック間の関係性を維持する上で重
要な役割を果たすことができる。業績測定シス
テムをはじめとする MCSs の設計は、組織構成
員のミッション・ドリフトの認識に影響を及ぼ
すことが可能である。また、組織がどちらか一
方のミッションに傾きそうな場合にそれを管理
者に知らせることで、ミッション・ドリフトの
リスクを低減する役割を果たすこともできる

（Smith and Besharov, 2019）。このためには、
MCSs が組織の構成員に生産的な議論の場を提
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強いと考えられる。
　しかしながら、本稿で紹介したように、MCSs
の役割はそれにとどまらない可能性がある。
MCSs は、ロジック間の関係性そのものを変化
させる側面も有している。この意味で、社会的
企業における MCSs の役割として、変化の促進
役割も考慮されるべきであろう。もちろん、両
者の役割は必ずしも矛盾している役割ではな
い。MCSs がロジック間の関係性を変化させ、
その後に、ロジック間の関係性を維持する役割
を果たすことは考えられる。ただし、MCSs の
媒介役割と変化の促進役割は同時に機能するも
のではないと考えられる。このことから、MCSs
の役割がどのような要因で変化の促進役割から
媒介役割に、または媒介役割から変化の促進役
割にきりかわるのか、またそれぞれの役割を果
たす上での MCSs の特徴はどのようなものであ
るのかを明らかにすることは今後の課題の一つ
である。
　今後は事例研究を通じて、ここで示された
MCSs の役割が実際の組織においてどのように
機能しているのかを明らかにすることが必要で
ある。

注
 1） 社会的企業の要件また定義については、論者によっ

てその強調点や使用される用語が異なる。例えば、
Battilana and Lee（2014）は、社会的企業を「ビジ
ネスとチャリティの側面を併せ持つ組織」（p. 406）
であるとしている。また、Smith et al.（2013）は、
社会的企業を「ビジネスを通じて、社会的な課題の
解決に取り組むことを意図した企業」（p. 407）で
あると定義している。

 2） この定義に基づけば、多様な組織がハイブリッド組
織に含まれるが、社会的企業は、「人々が経済的目
標と社会的目標を異なるものとして認識する傾向
が非常に強いため」（Battilana, 2018, p. 1289）に多
くの注目を浴びている。

 3） ハイブリッド組織としての社会的企業の登場とと
もに、営利、公共、そして非営利といったセクター
間の区別も曖昧になる傾向がみられる（Battilana 
and Lee, 2014）。

 4） Defourny and Nyssens（2017）によれば、過去 20

年ほどの間、社会的企業とは何かという問いについ
て盛んに議論がなされてきた。この問題の背後に
は、特にヨーロッパとアメリカまたヨーロッパの諸
国間での社会的企業に対する考え方の違い、またそ
れらの諸国での社会的企業の発展の経緯の違いと
いった要因がある（Borzaga and Defourny, 2001；
Defourny and Nyssens, 2010；Doherty et al., 2014）。

 5） 2000 年の初頭に起きた株価の暴落を、社会的企業
の登場の直接の契機であると位置づける論者もあ
る（例えば、Nicholls（2009）を参照）。株価の暴
落は、社会的な事業を営んできた組織に向けた助成
金の不足をもたらした。その結果、「より多くの社
会目的組織が、生き残りをかけて収益獲得（earned 
income）戦略に転換」（Nicholls, 2009, p. 756-757）
せざるを得なかった。これは、制度ロジックの視点
からは、環境の変化が、「以前は周辺にあったロジッ
クが中心性を争う」（Ramus et al., 2017, p. 1254）
状態をもたらしたといえる。持続的な貧困問題や環
境の変化に対する社会的な認知の高まりも、その背
景にある（Doherty et al., 2014）。今日、社会的企
業は「市場や政府が失敗している分野」（Santos et 
al., 2015, p. 38）において、「広範な社会的問題を
扱うメカニズムとして市場経済においてますます
重要な役割を果たし」（Moizer and Tracey, 2010, 
p. 253）つつある。また、Jay（2013）は、「問題が
ひとつのロジックに固執する組織の能 ? を凌駕す
るような場合に」（p. 137）、複数のロジックを活用
する組織が誕生すると述べている。

 6） 例えば、Smith and Tracey（2016, p. 462）によれ
ば、制度理論とパラドクス理論を組み合わせること
で、「競合する要求を表面化させる外生的な要因と
内生的な要因の両方を調査し、競合する要求に対応
するための組織と個人のアプローチを同時に探求
することが可能である」とされている。この点につ
いては、別稿での課題としたい。

 7） Smith et al.（2013）は、組織が直面するテンショ
ンを 4 つに分類している。この 4 つのパラドックス
は「組織の中核的な活動や要素を表している。それ
らは、学習（知識）、帰属（アイデンティティ / 対
人関係）、組織化（プロセス）、遂行性（目標）であ
る」（p. 383）とされている。

 8） この他にも、Greenwood et al.（2011）は、制度ロ
ジックを「社会的状況においてどのように解釈し、
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技術的な活動の外部からの切り離しを通じた緩衝
戦術、またそもそも圧力がかかった領域からのエス
ケープ戦術がある。反抗には、棄却、挑戦および攻
撃といった戦術があるが、それらは「制度的なプロ
セスへのより積極的な抵抗の形態」（p. 156）であ
る。操作は「制度的な圧力や評価を組み入れたり

（co-opt）、影響を与えたり（influence）、コントロー
ルしようとする（control）目的意識的で日和見的
な試み」（p. 157）である。

 11） また、例えば、Kwong et al.（2017, p. 617）は、
ミッション・ドリフトを「社会的使命が当初掲げた
ものから変更されること」と定義している。
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